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経済学研究 49-3
北海道大学 1999.12

企業のドメイン形成における

組織の知識編集メカニズムに関する理論的考察

山田仁一郎*

1.はじめに し，活用するための文脈の問題となるという意

近年，知識経営論 Cknowledgemanage-

ment)が注目を集めている。企業が持続的競

争優位を実現するには新しい知識の創造とその

活用こそが重要だからである。議論の内容とし

ては，製品開発，技術革新，ベスト・プラクティ

ス(卓越した事例)，顧客志向，知識を共有する

ための情報技術の利用など多岐に渡っている。

ここではそれらの文献の通史を振り返り，全て

をまとめようとすることを目的としていない。

むしろ，本研究では，これまで全く関連づけて

論じられてこなかった知識経営の問題と企業に

おけるドメインの議論との関係に着目する。

企業活動の経営には，技術，市場，組織といっ

た様々な要素に関する知識が必要とされる。そ

の中でも一番，重要だと考えられるのは，個々

の知識をつなげて企業の全体像を把握し，組織

を存続させ，成長するために環境との関係を理

解することである。経営学において，企業が急

激に変化する環境に適応するために事業を認識

するという問題は，企業のドメインの定義や策

定にあると議論されてきた。内外の環境に対し

て，何を理念や目標とし，いかなる顧客を対象

として，どのような商品・サービスを提供する

ことで価値を生み出していくのかを規定するこ

とは，その企業の活動，存続，成長の可能性に

大きな影響と意味を与え，その活動の質を左右

する。ドメインの定義は，新しい知識を生み出
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昧において，優れて知識経営の課題であると考

えられる。

このような観点から本研究では，知識経営と

企業のドメインに関する先行諸研究の検討を通

して，組織における知識編集の分析枠組の構築

を試みる。具体的には， I企業のドメイン」と

「組織における知識編集」との関係を分析する

ための枠組を提示する。

本稿の構成は以下の通りである。次節では，

知識経営研究に関する分析視角を識別してレビュー

を行う。第3節では，企業ドメインと知識経営

との関連性について考察する。第4節では，知

識編集に関する研究のレビューを行う。第5節

では，第2節から第4節での検討を踏まえて，

組織の知識編集メカニズムを解明するための分

析枠組を提示する。第6節では，結論と今後の

課題が示される。

2.知識経営研究のレビュー

企業の活動において情報・知識が大切なこと

は，多くの知識経営の先行研究において意見の

一致がみられる。ただ，何を目標として，どの

ような点でいかに重要になってくるのか，といっ

た点で複数の異なるアプローチが存在すると考

えられる。本項では，既存の先行研究をその理

論的主張の共通項によって分類をし，その重要

性と限界について考察を試みる。

(1) 組織コミュニケーション・アプローチ
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情報・知識の移転や学習，あるいは新しい知

識の創発といった現象は，組織内のコミュニケー

ションの結果，引き起こされる。組織コミュニ

ケーションとは，組織を構成するメンバ一同士，

あるいはメンバーとメンバー外の他者が行う意

思伝達や連絡，通信活動一般の総称である。組

織のメンバーは，1)個人として， 2)集団組織

の代表者として， 3)組織の内部および4)外部

に対してコミュニケーションを行っている(原

岡・若林， 1993)。企業においては組織コミュ

ニケーションを通して，価値創造を巡る情報・

知識一般に関する相互作用が行なわれる。

たとえば，企業が行う生産活動，サービス活

動，それらの基盤となっている多くの組織プロ

セスにおいては，会議やインフォーマルなミー

ティングも含めて様々な部門間，階層閣のコミュ

ニケーションが行なわれる。これらのコミュニ

ケーションは，企業の組織目標に基づく多様な

情報収集・知識の編集や解釈などの相互作用プ

ロセスであり，顧客に対する価値創造のプロセ

スの働きをしているとみることができょう。

今日の企業行動の焦点は，既存の製品やサー

ビスを単に効率的に生産することよりも，変化

する社会の問題や要望にこたえていく新しい製

品やサービスを創造していくことにある。その

ために企業は，様々な相互作用の中で市場から

求められる具体的なニーズや研究開発，最新の

情報技術の動向などに関する情報・知識を吸収

し学習活動を行っている。企業の存続と発展は，

定常的な能率の確保よりもむしろ，環境に学習

し適応していくためのイノベーション能力にま

すます依存するようになってきている。イノベー

ションを起こす過程には，新規性を構成するた

めの中心となる組織にとって新しい情報・知識

とその相互作用を必要とする。以下では，情報・

知識の相互作用を重視する一連の研究を検討し

ていく。

(2) 相互作用アプローチ:情報・知識間

新しい情報・知識は，製品・サービスの生産

活動やその基盤となる研究開発等の活動を通じ

て獲得される。獲得された情報・知識は，組織

の環境適合プロセスの受動的な副産物とする考

え方 CAbanathy，1978; Rosenberg， 1982) と

ともに，環境に対する企業の能動的な働きとし

てとらえる一連の見方が存在する(野中・加護

野・サカモト， 1986;加護野， 1988;野中，

1990 ;野中・竹内， 1996;藤本， 1997;原田，

1999)。

野中・加護野・サカモト(1986)は， 日本企

業の環境適応プロセスは明確な戦略や組織構造

によってもたらされる合理的な環境適応パター

ンとはかけ離れていると指摘する。その適応過

程は，情報・知識，行動様式が獲得され，内部

環境，外部環境との相互作用を通じて学習する

進化論的な組織モデルによって説明される。組

織の進化論モデルは 3つの主要概念から構成

される。すなわち，変異Cvariation)・選択淘

汰 Cselection) ・保持 Cretention)である

CWeick， 1979; TushmanandRomanelli， 1985)。
変異とは，内外の環境変化に応じであらゆる種

類の組織内の情報・知識に現れるような変化を

意味する。選択淘汰は，変異を識別し，競争上

必要な資源の獲得などの変異を選択することで

ある。保持とは，選択淘汰され有意な変異を組

織内に蓄積することである。

組織の進化論モデ、ルが変異一選択淘汰 保持

という枠組みの中で主張していることは，以下

のようにまとめることができる。組織が存続し，

情報・知識の相互作用を通じて長期的に発展す

るためには，組織の内部に多くの相互作用のバ

リエーションを発生させて，組織の知識や経験

の幅を広げることができるのかに依存するとい

うことにある。環境が時間的・空間的・情報的

に多様な状態を生み出すほど，組織は意思決定

や情報の負荷に直面する。それに対して，組織

は主体的に内部に多様性を増幅させ，意図的に

変異を創造することで，新しい収数と方向付け

を経て，環境に適応することができる。

このように組織の進化論モデルでは，組織が



1999.12 企業のドメイン形成における組織の知識編集メカニズムに関する理論的考察 山田 73(285) 

環境に対する能動的な適応過程を新しい情報・

知識の変異が生じ，淘汰され，必要なものが保

持されるというプロセスの点から論じている。

しかしながら，現実の企業の実践的なダイナミッ

クな環境への対処を考察するためには，たとえ

ば新しい情報・知識の変異が生じるプロセス，

いわば情報・知識の創造プロセスについて，よ

り主体的，積極的な視点を必要とする。企業の

主体的な情報・知識の創造プロセスについて着

目した研究に，野中・竹内(1996)がある。

野中・竹内は，組織の情報・知識についての

相互作用において，特に暗黙知から形式知といっ

た変換を通した新しい知識の創造こそがイノベー

ションのためには重要とされる。この場合のイ

ノベーションとは，シュンベーター(1937)が

指摘するような非連続的で異質な知識の新結合

による創造的破壊のことである。相互作用を通

じた新結合の結果，導き出される新しい情報・知

識には，主観的な知識と客観的な知識があると

される。マイケル・ポランニーは，主体と対象を

明確に分離して，主体が外在的に知識を捉える

とする西洋哲学認識論の伝統のなかに，現実生

活において命題のような形で示すことのできな

い知識の重要性を理論化した CPolanyi，1966)。

野中らは，ポランニーの区別に従って，知識を

言語的表現が不可能な暗黙知と表現可能な形式

知に区別し，暗黙知の役割を大きく評価する。

暗黙知と形式知は，それぞれ共同化・表出化・

連結化・内面化といった知識が変換される際の

相互作用のモードが区切られ，その循環プロセ

スはSECIモデルと呼ばれている(野中， 1990; 

野中・竹内， 1996，野中・紺野， 1997)。野中

らはこうした相互作用における知識の変換の行

なわれるレベルが形式知レベルか暗黙知レベル

かという認識論的次元とともに，知識が創造さ

れる個人・グループ・組織といった存在論的な

レベルについても注視している。端的な例を示

すならば，個人的で主観的な知識が，組織メン

ノイー聞の継続的かっ濃密な相互作用と対話を通

して変換され(表出化と連結化)，組織レベルで

の客観的な知識へと昇華される。その新しい知

識がまた，個人レベルでの内面化され，次なる

知識創造への潜在能力となるのである。

(3)相互作用アプローチ:主体間

新しい知識を創造していくことで環境に適合

し，かっ主体的に環境をつくりあげていく組織

プロセスにおいては，特徴的な主体の働きや役

割を考えることができる。まず第1に，経営者

の触媒的なリーダーシップが戦略的要因に重点

的な働きかけを与え， ビジョンの創造といった

機能を持っていることが指摘されている(加護

野， 1985;野中， 1990)。特に既存にある組織

の知識の構造を転換するためには，組織成員の

心的エネルギーや知恵、を動員していく企業家的

リーダーシップが重要であるといわれている

(金井， 1987)。組織における情報・知識の相互

作用が，企業の使命や存在意義に従ってタスク

を遂行することのみならず，活動の根底的な価

値を見直し，自省することで新しい状況に対応

していくための方向付けであることを考えれば，

経営者のシンボリックな行動の重要性は，強調

しすぎることはないといえよう。

第2に，中間管理層であるミドルの役割が特

に着目をあびてきた。トップと現場に対して同

時に働きかけるミドル・アップダウン・マネジ

メントといわれる働きによって，一方通行では

ない創造的対話の促進が奨励されるべきである

という含意が知識創造理論から引き出されてい

る。ミドル・マネジャーは組織内の戦略的なマ

クロ情報とオペレーション的なミクロ情報を束

ね，統合しなければならない立場にあるからで

ある。つまり， ミドルの視点には組織における

分化と統合という重要な課題の要が含まれる。

また，組織構造の階層にとらわれず，組織の

内外で情報・知識を収集，獲得，転換(翻訳)す

る主体の働きに着目した研究には，原田(1999)

がある。原田は， Allen (1977)のゲートキーパー

ならびに 2段階フローの議論を拡張して，技術

革新を目的とした組織メンバー間での情報・知
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識に関する相互作用であるナレッジ・インタラ

クションを 13段階フロー」の概念で捉えよう
と試みている。すなわち，組織の外部環境から

積極的に情報を収集・獲得するアレンが示した

ゲートキーパーの働きのみならず，それらの情

報を組織内の共通言語に翻訳するトランスフォー

マーの役割を経ることによって，新しい情報・

知識は多くの他の組織メンバー聞において共有

イヒされる。こうしたナレッジ・インタラクショ

ンにおける主体の役割が機能するためには，特

にゲートキーパーとトランスフォーマーの頻繁

な接触が行われること，組織特有の知識へと転

換することができるように両者のタイプのよう

な人材が育成されることが必要であるという含

意が引き出されている。

ここまでみてきた情報・知識に関する相互作

用アプローチは，組織が新しい知識を生み出す

条件として活発な相互作用の重要性やメンバー

の主体的役割や課題などの知見がもたらされて

いる。たとえば，野中による暗黙知と形式知に

分類は，グループレベルでの相互作用のモード

の分析に際立った特徴を示しており，原因によ

る分析視角は，相互作用のパターンや構造に分

析の焦点が与えられている。しかしながら，情

報・知識に関する相互作用の内容には，必ずし

も詳細な検討を加えてはいない。相互作用アプ

ローチは，経営組織論やイノベーション論を基

礎にしながらも，その情報・知識の組織におけ

る重要性が十分に特定化する分析用具が用意で

きていないという意味においては，組織コミュ

ニケーション論の文脈の延長に位置する議論に

留まっていると考えられる。このアプローチは

組織特有の知識一般の内容や類型に関する議論

としては十分ではない。

(4) アーキテクチャー・アプローチ

相互作用アプローチに近接した情報・知識の

内容について検討する研究群としては，経営戦

略論における企業の競争優位性の有用な源泉と

しての経営資源や能力の議論であるコア・コン

ピタンス論に類似した知識に関する概念を見出

すことができる。たとえば企業は市場に存在す

る情報・知識を獲得する際には，内部と外部の

接点に立つゲートキーパーを通した吸収能力が

重要であるとされる CCohenand Levinthal， 

1990)。企業のコア・コンビタンス(中核能力)

とは，製品・サービスを継続的に高める力であ

り，模倣困難な独自性の源泉のことである。こ

うした組織における能力や知識について，コア・

コンビタンスを componentcapability， archi 

tectural capabilityという 2つの能力から成り

立っている見方がある。それに従って知識をアー

キテクチャ一知識(構成要素的知識あるいは機

能知識)とコンポーネント知識(設計構造的知

識あるいは製品知識)に区別する一連の議論が

存在する CHenderson and Clark， 1990 

Henderson and Cockburn， 1994 ; Mowrey and 

Oxley， 1996 ;榊原，1997;青島;1997，楠木;

1998)。
特に製品開発活動を基盤とするイノベーショ

ン活動は，持続的競争優位の源泉として着目を

集めている。コンポーネント知識とアーキテク

チャ一知識を区別することが，イノベーション

の特徴が，工程イノベーションを中心とする漸

進的なものCincremental)か，製品イノベー

ションを担うような急激なもの Cradical)で

あるかの分類等々，分析上で有用であるためで

ある CHendersonand Clark， 1993)。そういう

意味でアーキテクチャ一知識は，製品市場が立

ちあがって成長期にあるとき，主にドミナント・

デザインが決定される，あるいは競争の機軸と

なる標準的な技術知識が支配的になるまで重要

となる。相対的にコンポーネント知識は，製品

のライフサイクルが成熟期にある時点において，

重視される傾向があると考えられる。コンポー

ネント知識Ccomponentknowledge)とは， 物

理的あるいは個別のディシプリン(特定の専門

知識の体系)を基盤に区別が可能な知識を意味

している CHendersonand Clark， 1996;延岡，

1996)。アーキテクチャ一知識とは，製品のイ
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ノベーシ g ン過程に必要な内外の働きを統合す

る集合的知識令指している〈補木， 1998)。

具体的には，アーキテクチャー知識の内部的

倒語とは，掘別の襲素約知識を連結し，各機能

聞の調整についての知議が含まれる

(Henderso混乱nd Clark， 1990; Clark and 

Fujimoto， 1991)0 また，外務B的関冨には，た

とえば市場のターゲットや自社製品の競合の中

けについての知識があげられる。つ

まり，アーキテクチャ…知識とは，技術の知識

と市場の知識の集合を指している。俊れた製品・

サーどスを生み出すためには，コンポーネント

知識である技術の急激な変北に対応するだけで

は十分マはない。製品のアーキテクチャ

のレベルでの変意が毅5:lIJイとの大きな要閣になっ

ていると考えることができる。そうした働きは，

組識のアーヰテクチャ一能力，あるいはそジf

ラ一能力と時ばれている CSanchez and 

Mahoney， 1996;榊原， 1997)。製品レベルの

ア…キテクチャーのイノベーシ宝ンを結こすた

めには，コンポーネント知識レベルのイノベー

シ翠ンの組み合わせが行われる必要惑があるので

ある。

組織能力について製品開発通患を中心にア

キテクチャー知識とコンポーネント知識とに分

けてとらえる研究民情報・矢隠蓄をめぐるコミュ

ケーションの内容に踏み込んだアプローチで

あるといえる。特にアーキテクチャ一知識が他

の構成要素となる情報・知議のフィルター

びつける知識として着闘し，その分析の慕本的

として組識の綴容との接点となる製品レ

ベルに焦点、を当ててている点は，非常に評価で

きるG しかしながら，あくまで製品開発レベル

の知識の機接的な類型化にとどまった麗聞となっ

ている O

またアーキテクチャ…知識とコンポーネント

それぞれ特徴のある性質を持つがゆえ

に，組識において興なった文艇を持っている点

に注意を喚認する必要がある。いずれの分類の

情報・知識について相互作用であっても，その

和五作用は{隣人の知覚や認知によって媒介され

る遜袈を伴う O 騒人の認知などの要素は，

における格互作用のより額間的な文脈や認知的

枠組みによっ ぢれる。そ は，棺

における主体の役割や製品開発論におい

て鍵となる喪紫分析といった視点にとどまらな

い研究プログラムを必要とする。すなわち，そ

のことは経営学のなかでデータや情報と知識り

といった組識のコミ品ニケーション内容の認知

る議念をいかに整理して謹えなおす

ことができるかという課題が存続するというこ

とになる。

(5) 認知アブローチ

綾織論における{詩人の認知過程に槙する研究

は， Simon (1957)が隷人の思考瀧殺について，

その認知的眼界に着信した点に研究の端緒を発

する o Simonは， コミュニケーションを

織内のメンパーから他のメンバーに意思決定の

諸前提Cgivens)を伝議するあらゆる過穏である」

と主主義している。窓窓決定の前提は，価値蔀提

と事実前提という 2つに分けられる。

組織の中で翻人は，与えられ，共有すること

ができる価議前提で決まった話的を達成するた

めに，手段としての事実前提を結びつけ，合目

的約な選択を合理的議訳あるい

として行う G よって，一銭に意思、決定は，識

別の過程，あるいは選択の議殺として説明され

るO なかで、も糞の意思決定滋較を選択の過視と

し，その前の段諮の情報過観，設計過稼

のための合理的基礎を主義供するけれど

のものではないと述べている。意思決定の理由

付けとなる蔀擬の組み合わせが揃うと，合理的

な選択が成立すると考えられていた。

しかし，このような近代組織論における翻人

の認知過程の情報処理モデルについて，

1)本研究においては，多くの知識経営の代淡的な研究

においてそうであるように，知識そのものあるいは，

情報と知識の室監察を，研究の緩うた約な焦点には震か

ない(聖子中・竹内， 1996; Grant， 1996;環器 1号9事〉。
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批判がなされてきた。まず，人間の問題解決に

関する意思決定の過程は，暖昧さと非合理性に

満ちているという点が反論された CCohen，

March， and Olsen， 1972)。彼らは，解決すべ

き論争場面において，多くの選択機会，問題，

意思決定者が流れる中で組み合わせが限りなく

偶発的に決まるごみ箱モデルというアイロニカ

ルな議論を展開する 2)。

また加護野(1988)は，意思決定に中心を置

く情報処理モデルに対する限界を次のような点

で指摘している。組織において情報や知識を利

用し，獲得する人聞の活動は行動につながるた

めの，より複雑な認識過程を持っており，情報

よりも意味にこそ反応するという点である。た

とえば，暖昧で不確実，かっ急激な変化を伴う

状況下において，不定型な情報からの読み取り

は，人々の知識に依存している。組織における

認識の問題は， I決めるJI選ぶJI解く」とい

う意思決定的な問題であるとともに， I見る」

「知るJIわかる」というような外形的な構造で

は明らかでない認識形成の過程の問題でもある。

さらに組織におけるものの見方や考え方の変化

といったダイナミックな現象の側面については，

漸進的な学習過程のみに配慮し，既成の観念を

捨てさる飛躍的な知識の構造の変化については

考慮されてこなかった。

認知心理学では，情報とは知覚データを中心

とするフローとしての形態を指し，知識とは，

長期的記憶に存在する継続的な蓄積のことを指

している(波多野， 1996)。企業において具体

的に考えると，個々人に内面化された知識は，

厳密にはその組織上の職務や専門性，個性によっ

て著しく異なる。認知アプローチにおいては，

当面の課題に関しては，関与者聞の情報の交換

2 )ごみ箱モデjレは，合理的ではない組織の意思決定プ

ロセスについて，問題・解・意思決定者，選択機会

の一時的な秩序をモデル化した点は評価できる.し

かしながら，問題は参加者とその相互作用の媒介な

しには選択機会に出入りすることはできないため，

それらの決定因を同じレベルで、扱うことはできない.

詳細は，遠因(1994)を参照。

による共有がなされることによって，相当程度

の解釈，判断のためのスキーマがあると考えら

れている。スキーマとは環境の知覚データの刺

激に対して情報を解釈する準拠枠組みのことで

ある CWeick，1979; Abelson and Black， 1986 ; 

Greenwood and Hinings， 1988; Walsh， 1995; 

Barr and Huff， 1997)。広い意味としては，ス

キーマとは，既存の知識も含めて，理解し活動

に利用していく知識の単位，ないし構造化され

た知識の集合のことを指す(佐藤， 1996)。企

業は，多様な内外の環境に関する知覚データな

どの認知を組織における記憶あるいは知識の構

造として保持し，蓄積している。

たとえば，企業において，営業の顧客情報は，

多様で膨大な量が日々刻々更新される。営業担

当の組織メンバーは，そうした情報が反映して

いる常に日常において顧客の製品・サービスに

対する反応や動向を意識しながら，活動をして

いる。製品開発担当の技術メンバーから，新し

い開発モデルの相談を受けたときに，営業メン

ノfーが反応する内容は，日常の場面での多くの

経験や複数の知識を含んでいる。そのような際

に，引用され，参照される彼もしくは彼女の言

及内容は，単なる情報の取捨選択ではない。意

見を要望した相手の情報も連結された上での新

しい意味が引き出されているはずである。この

ような情報解釈や判断の基盤がスキーマと呼ば

れる。

スキーマは，個人として蓄積され体制化され

た知識の集合である。スキーマには，幾つかの

種類があることが指摘されており，多様で複数

の階層を持つスキーマの複雑なネットワークが

われわれ個人の思考過程を構成していると考え

られている(JII崎， 1985)。個人のスキーマに

対して，伝統的な組織論においては，認知的な

定型手続きを指すルーチンという概念が存在す

る。ルーチンとは，組織活動において調整され

予測可能な反復的集合行為あるいは活動パター

ンと定義される CCyertand March， 1963; 

Nelson and Winter， 1982; Miner， 1991; Cohen 
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and Bacdyan， 1994)。たとえば，職務(job)と

は，一人の個人によって遂行されるタスクの集

合である。その内容の範囲が明確に職務記述書

などによって文書化されれば公式化されたルー

チンであるといえる。しかしながら，昨今の市

場環境の急激な変化のスピードに際し，企業の

組織メンバーは必ずしも，既存の組織構造のな

かでデザイン通りのルーチンの継続性や反復性

を維持することができなし、。問題発見や解決行

動を通して，新しくルーチンのレパートリーを

取捨選択していく必要がある。

さらに Matusikand Hill(1998)によれば，

市場の細分化や製品のライフサイクルの加速に

よって組織の中での状況適応型の業務

(contingent work)が，企業においてコストを

削減しながら知識を蓄積し，価値を生み出し，

競争優位を構築する上で肝要な業務になってき

ていることが指摘される。新たに発生する予想

外の出来事に対して，組織は集合的な認知枠組

みを不連続的に更新していくことで積極的に統

御していこうとする。すなわち，ある特定の意

味や組織的行動が合意されていない状況(多義

性;equivocality)においては，協働できるよう

にするためのコミュニケーション活動が重要に

なる。その場合，組織は，より能動的に新たな

意味の発見を通じたものの見方や価値観自体を

つかさどるスキーマやルーチンを積極的に開発

していかなければならない任務を常時，抱える

ことになる。

組織論の認知アプローチは，個人の認知レベ

ルを基礎にした，行動の詳細な分析用具を提供

している。こうした組織のスキーマをとらえる

具体的な実証研究におけるデータ収集の方略と

しては， エスノグラフィックな観察研究

(Barley， 1986)や電子メールによる相互作用の

分析などがある(Orlikowskiand Yates， 1994)。

そこでは組織行動における問題発見や解決に関

する糸口についての知識の類型が変化していく

プロセスを記述している。たとえば，あるソフ

トウェア開発の過程で相互に更新にされる内容

は，アーキテクチャー・アプローチでいわれる

ような要素知識の結び、っきの内容である。

認知アプローチは，組織の認知枠組みの変化

過程を記述し，濃密な事例研究を行う研究プロ

グラムとしては一定の評価を与えることができ

る。しかしながら，情報・知識に着目した組織

のイノベーション過程や組織構造の変革などを

分析する枠組みとしては，操作化の定義が未発

達である。その理由は，分析の視点がどうして

も組織の内部的な変数やその聞の関係に終始し

がちであるからである。近年のように競合環境

が厳しくなっていくにつれて，個別的な製品や

プロジェクトレベルの知識を管理するだけでな

く，ダイナミックな市場の競争体系に対応して

いけるように効果的に知識を移転・蓄積する方

法を考える必要がある(青島・延岡， 1998)。

競争優位に結び、つく企業の価値創造プロセス

を知識という観点から検討するためには，実務

的な製品・サービスの仕組みや顧客関係管理

(Customer Relation Management)なども中

心的視野に入れて分析概念が構成されるべきで

ある。なぜならば企業が事業を変革し，急激に

変化する環境に適応するために，最も基本とな

る知識は，自社のドメインを定義し，認識する

ということにある。行動主体の認知は，行動に

先行するというよりも行動の結果として成立し

ていくという認知アプローチを数街していくな

らば， Weick(1969)が唱えるように，組織の環

境は，単なる外部環境 (externalenviron-

ment)としてではなく，行動から創造された

環境 (enactedenvironment) とし理解される

べきである。すなわち，内外の環境に対して，

何を目標とし，いかなる顧客計橡として商品・

サービスを提供することで価値を生み出してい

くのかを規定するドメインの概念が，知識の構

造やその質に影響すると考えられる。

よって次項では，以上のような知識経営に関

する先行議論を踏まえ，研究開発や日常の認知

レベルなどのどちらかの次元に偏らない視点か

ら，企業における情報・知識に閲する相互作用
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をとらえていくために，

研究のレビューを行う。

おけるドメイン

ぶ企業におけるドメイン研究のレビュー

(1) 企業におけるドメインのとら

企業におけるドメインとは，企業の存夜鎖域

と筏動組閣の広がりや方向性を示す概念である。

も関揺がある野での環境との相互作用

の範趨を規定するといわれる(日oferand 

Schendel， 1978)0 Abell (1路0)は，顧客層，

鞍客機能，技術という 3つの次元によっ

ドメインの定義を仔っている。従来，技詠?と

るいは製品とミッシ詔ンというような 2次

おいて表現されてきた企業活動に関する範

鴎の定義の仕方弘その変化を記述L，比較を

可能にするために改めたものである。

一般にドメインを定義する際の要件と

1)議震の分散化を避けたi援護な広がり

2 )将来の発展方向に視野に入れた， 3)自社が

形成すべき中核となる能力を規定し，4)企業

内外と人々の共感を得られる納得性を有する，

ことが議嬰となるく大滝般， 1997)。このような

要件を兼ね備えた定義は，後数のレベルにおい

て問題の性愛に対して離散的でなく連続的にと

らえられる必要がある(Abell，1980)。

しかしながら，企業におけるドメインのとら

え方には，制括的な戦略マップとしての全社約

な企業ドメインに加えて，舘々の事業レベルや

個々の事業レベル以下の製品や製品ラインのレ

ベルまで，それぞれドメインがあり，より個別

的に定義が与えられる。様々なレベルの企業に

おけるドメインは，広がりや奥行きを持ってい

る。ドメインの内実である議活動詞の関連?生の

諒度は，多様で異なってくる場合も多い。それ

ゆえに整合性のみるドメインの定義そそれぞれ

ることは，援要であるとともに器難が伴

なう。

ドメインの広がりのとらえ主には，物理的定

義および機能的定義とともに意昧領域が存在す

る(榊原， 1992)。どのような ・サービス

にも，ある穣のメッセ…ジがあり，疫黒部舗が

あり，意味があるのである。たとえば， Levitt 

(1960)が詣擁するように，米軍の鉄道牒業は，

にドメインに物理的定義を与え，その定義を

改めことがなかったために斜陽化し，新し

要の増加といった環境の変化に対rc;;できなかっ

たという事例がある G ぞれに対して Ansoff

(1965)が反論して，機能的定義として鉄道産業

を「輸送事業j と表現するのでは，逆に使命

ーズ)や顧客，製品の範聞が広すぎて揃象

的になり，行動指針としては有用ではないと

張している。このようにドメインを具体的に設

ることは，窓意的マ一五誌な行為であって

はならない (Thompson，1967)。ドメインに

る組織の主張が，必要な支持を讃供しうる

人々によって総識されるときにのみ， ドメイン

は操作的なものとなりうる。企業と社会，ある

と顧客を含む組識の構成メンバ…と

には，製品やサ…ビスを媒介とした内と外

にまたがるアイデンティティの形成であるドメ

イン・コンゼンサスが必要となる。

ドメイン・コンセンサスは，当該企業が何を

行ない，また行わないかということについての

社会的に形成された合滋である。ドメイン・コ

ン々ンサスがう家くとれていることが金業活動

における様々な営為が成立するよでの要となる。

よって，会議におけるドメイン号をとらえること

は，このコンセンサスが形成されるやり取りを

院するということであり，即ち組織内は言う

に及ばず，組織と議議との社会的根草作用の複

雑な携造と過程会考察することを意味する。

けるドメインの盤層的構造

ドメインは，経営資源を展顕す

となる内外の環境に対する組織の幾境認識

の構造を示すものである。環境の多様性や不確

実性に対して，組織は主体的に外部環境をイナ

クトメント〈総3戊 ment)することによって，

むしろ環境を自らっくりだし，適合するくWeick，
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ている。いわば，組織特殊的な性格が外部環境

に対して内側に入るほど強くなり，認知される

環境のダイナミクスは小さくなる。環境認識の

取り方に幾つかのレベルがあり，活動上の問題

の発見と修正を促す組織の論理の体系や構造が

異なってくるのである。

つまり環境に存在する様々な情報の多様性は，

組織が学習し，知識を創造する上でのダイナミ

クスの源泉となるのであるにあたって，静態的

に位置づけることができるはずである。サブ・

システムとしての各環境は，緩く連結しており，

相互作用を続けて，組織の環境適合を長期的に

は成立させていると考えられる。よって，この

図示での表現は，かなり抽象化した組織の環境

認識構造の複合的なダイナミクスのー断面図で

あるといえる。
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(3) ドメイン・ギャップの多様性

時時刻刻と変化を遂げ，スピードを挙げて不

確実性が増している世界において，環境認識の

構造は，非常に早いサイクルで展開されざるを

得ない。加護野(1988)によれば，組織におけ

る認識サイクルは，環境に働きかけ，応答を受

けるパラダイムの情報→意味→行為という連続

的な認識進歩の過程である。ドメインは，そう

いう観点からすれば，顧客にとっての使用価値

や組織メンバーの活動の意味で構成されている

のであり，その中核が組織の認識基盤としての

知識になっていると考えられる。

ドメイン・コンセンサスは， ドメインそのも

のに関する共通認識である。昨今のような市場

や製品のライフサイクルが高加速化している情

勢においては，経営側のドメイン定義と潜在顧

客を含む環境側のドメイン定義のギャップは常

に大きくなっていると考えることができょう。

そういう意味で現在の企業活動は，常にドメイ

ン・ギャップに対する挑戦である。

ドメイン・ギャップとは，広義にはドメイン

の定義に関する組織の経営側と環境やメンバー

側との不適合関係である。どこにどういう形で

環境認識の重層的構造図表1

i 環境 [ 情報

知識環境

タスク環境

1979 ; 1995)。榊原(1986)によれば，イナクト

メン卜された組織の内外環境は 3つの階層を

なす重層的構造を持つドメイン・ユニパース

Cdomain universe) となるといわれる。組織

の存続と成長は「認識された環境」のあり方次

第で変わってくることになる。

ドメイン・ユニパースとは，重層的な環境認

識の構造として，1)タスク環境， 2)知識環境，

3 )情報環境，といった階層から成立している。

タスク環境とは，組織の存続について直接的に

意味を持つ環境部分で、ある。典型例としては，

企業の製品市場や原材料市場などをあげること

ができる。概念的に中間層に位置している知識

環境とは，タスク環境ほど直接的ではないが，

系統的なモニタリングの対象となる環境認識の

部分である。組織が関連する情報を知識やノウ

ハウとして有機的に関連付けている情報を意味

している。個別企業が持つ技術体系がこれに当

たる。最後に，情報環境とは，組織の存続と成

長に対して直接は意味を持たない一般環境であ

る。それらは体系化されていない断片的な情報

として存在している。

環境認識の重層的構造は，図表1のように示

すことができる。当該組織の目標設定とその達

成に向けて，主体としての組織(およびそのメ

ンバー)が，どの程度の系統的な理解と関連す

る探索活動が可能かという幅によって構成され

イ正

組
織
特
殊
性
(
縦
軸
)

惨大

(榊原， 1986より作成)

小‘
認知される環境ダイナミクス(横軸)

口

問
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ドメインのギャップが発生し，コンセンサスを

つくる必要妻役が生まれるのかという点を考える

と，幾つかの多様性を考えることができる。第

1仏 ドメイン・ボャップは，経営者，上級管

と現場である一般従業員との開に発生する。

ドメインの議論において数多く按り上げられる

ゼロックス抵の事例が示すように， ドメインは

ダイナミックに変化することがあるが，その変

化は議室ま側の意図だけでは定着し機能しないと

いう難しさがある。特に提示されたドメインの

方向性や考え方が最も顧客に近接する組織メン

バーである現場に伝達されなければ，そのギャッ

プは計り知れず大きくなってしまう O

JEなどの提点がこうしたギャップの一つの指標
となりうる。

2 Iこ， ある一般従業識とー毅顧客あ

るいは潜在的な綴客である一般社会との間に発

生する。会業は異体釣;こは製品・サーどス

会に撮侯することで¥その使命や目

る。向らかの成果があがるとすれば，

サービスを提供する生産や営業等々の現場と顧

若手やユーザーあるいは社会と ある。製

品・サー校、スをi透した縞懇の構築を果たすこと

ができなければ， ドメイン・ギャッ

ることを意味している。顧客満定などの視点が

こうしたギャップの一つの指標となりうる。第

3に経営者，上級皆理者と広義の級機メンバー

であり多様な利害関係者である株主，地域社会

や住民などのコミュニテイきそして一般顧客あ

るいは潜在的な顧客である一般社会との聞に発

る。企業のまfパナンス問題を考える議論や

議点などが，このタイプのドメイン・ギャップ

を考える有識な指標を与えてくれるであろう

以上のようなドメイン・ギャップの多様性杭

ドメイン・コンセンサスをつくる

ると考えられる。食業にとっ

れることが，

とな

ら未来に

3)企業のコーポレートカ、パナンスについては，ミ手7.fi:f復

(1997)そ参照。

つながる存悲空需としてのドメインは，そのi

ま覇客価値や従業員髄議，会らには地域のコミュ

ニティの{出直にもつながる意味空間でもある。

コンセンサスのとれた新しい金業のドメインは，

組織における知識を伝達し，共手ぎするための新

パラダイムであるともいえる。このパラダイム

は製品・サーどスをドメインの中核;こし

しており，顧客との議接的なインターブ品…ス

となっている。そこで次第においては，企業に

とって多様なドメイン・ギャッブ与を解捕する中

心的な切り口である製品・サービスの謂売を過

とたドメイン・コンセンサスの形成に焦点を潟

てる。:金芸誌の新たなドメインの形成にどのよう

・知識に関する相互作用といっ

ってくる る。

(4) 新製品・サーどス開発におけるドメイン形

成

前畷でみたように，食業のドメイン・ギャッ

プの典型は，製品・サービスの意味議械を巡っ

じる。その解消ために企業は，繋品・サー

とfスの付加価値を高める努力そ行ない，新しい

製品・サービスの開発を行う O ぞうし

なかには，たとえば幾つかの製品・サービスの

うインが存在する。ぞれらは市場漂墳の競争関

おいて，製品ライフサイクルといわれるよ

うな輿盤衰退そ繰り返す(Day，1981;語訳・

大橋， 1982)。製品市場のライフサイク jレは，

単に業界における技術などそl和むとした新しい

知識が勃興し

ではない意見

1996;清水， 1998)。

げ，衰退するというの

されているく石井他，

石井らによれば，以前は存在しなかった製品・

サービスが生まれ，ライフサイクルの生成時期

にあるとき，その製品・サ…ピスにどのような

姉綴が滋み，基本コンセプトは何かということ

について，市場を構成する企業や轍穏などのメ

ンバ一間において共通した理解はないまま事惑

は進行する。業界におけるドミナント・デザイ

ン〈業界襟準規格〉が定まり，企業と顧客の波
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方にとって製品・サービスを議る経験が蓄積さ

れていくことは，技術と市場における知識の体

系が生成，発展，普及していく過程であるG こ

れまマ製品・サービスの標発過程は，技術会中

心としたイノベーシ謂ンにとらえられる簡向に

あったが，マーケティング過患のイノベーショ

ンでもある(坂本， 1996)。

重量容は，製品・サーどスの受給者であり，

品.-1ナーどスの意味舘域における価値紫綬の主

体でもある。製品のライブサイクルは，顧客の

知識との関孫からその動態をとらえる必要性が

為るc たとえ システムハウスの BUG宇土4)

が寵人市場で成功し培号技瀦挙業に進出するきっ

かけとなったインターネットの情報ダウンロー

ダ・ソフトの F波乗野郎』の寵発過稜において

von Hippel (1987)的にとらえればリード

ユーザーと時ばれるような顧客による縮かし

望iこLtえていくことで製品の{仕様が充実し，新

しい製品・サービスのコン々プトが形成1きれて

いった〈山田，1997)。職容額の相互作用合通じ

た知識が製品の開発誕進やイノベーシ g ンに有

用であるという毒事簡も報告されている〈愚領地，

1997)。絶えずドメイン・ギャッブがイノベー

ションによって解消されるためには， ドメイン

、たマーケット・インといわれるような

毅容の知識が議続的に製品・サーどスの開発過

り込まれることが重要である。

ドメインの定義において顛客機能の軸が存在

するように，製品・サーピスにもそうしたダイ

ナミックなドメインの範聞と構造が極々人そし

て組織の知識を基盤としてあると考えられるO

Gra批 (1995，1996)は，単一の製品においても

その構成要素となる専河化された知識の範屈は

非常に隠悲し多様な知識の蕗幾過程を通じた

統合によって成立する製品のドメインがあるこ

とそ滋摘している。彼によれば，知識をベース

とする金業のとらえ方 Cknowledg日輸b部 edvi号W

4) BUG社についての詳細は，ウュッブページを参照

(http://www.b立g.co.jpj)。

of the firm)とは，組識における題々人の知

識の提議形態安構築し，詩し統合するメカ

ズムを索読するパースペクティブである。

は，製品とその供給やサービスのドメインを知

よって記述することができ，製品ドメイン

とその知識ドメイン 5)の間のギャップが大きく

なるにつれて，知識の統合与を増加させるための

模索過程大きくなり，企業開協働の潜在散など

も高くなるという仮説などが提示されている。

この製品・サーどスのドメインが成立するた

めの個別知識の韻域は，組織内のメンバーに属

作用のみならず，対顧客と騒客関，それに加え

るうイパル企業や産学富などと

調の多様な主体が関わる知識ネットワーキング

Cknowledge based n母tworking)6)によって，

構成されていると考えられる。 企業におけるド

メインの議騒的構造は，全社レベル，事業レベ

ル，製品・ 7ナーどスレベソレ，それぞれのドメイ

ンの緩やかなつながりと連動の相互作鰐から，

しい知識の創発の諜整と統合のパターンによっ

て彰或されると考えられるO

知識に撰する調整と統合の結節点となるのは，

製品・サ…ビスの{面{虚実現である。

おいて求められている顧客と

じた級値実現の構築である。そのために結集さ

れるのが知識であり，その集合が製品・サービ

スのドメインであると考えられる。また，その

調整と統合には，多様な知識が持つ文離に対し

て非常に柔軟で徴織な求での注意深し

5)知識ドメインというアイデアが，製品・サーどスの

ドメインの絞念の内実のなかで、どのような位置つ、け

になっているかについては Gra.nt(1994)を参照。

6)知識ネットワーキン夕、とは，知識の相互作腐という

{行為 Cconduct)jムそうした行為の速なりの場

によって構成される f後続 (spa.ce)Jの雨必そ3まね
を蓄えた媛念である C::tif:H，波宮8;LU図， 19官邸。{邸入

によって作り出会れる知識が，泌総内の機や縦の境

界や階層きそうには組織閣の境界を議室え七増幅し結

晶化するプp..ft~えが知識ネットワーキングである

く聖子中・竹内， 1告96)0
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必要とされる。本来の組織における機能分化は，

その部門ごとの機能の範囲内での技能と作業が

要求されるにとどまっていた。知識のネットワー

キングは，部門聞の連動のみならず，顧客の知

識も含めた広範囲の異質性のつながりや文脈を

含んでいる。顧客の価値を中心に製品・サービ

スのドメインの有効性を保つことが，新たな企

業におけるドメインの形成のために重要な要と

なってくるといえる O

知識の意味や価値はそれ自体で決定されると

いうよりも，その知識をとりまく状況や前後関

係，文脈に大きく依存している(寺本， 1999)。

同じ内容を持った知識も，誰が，いつ，どこで，

どのようにして，なぜといった文脈によって，

その応用や統合のされ方が異なってくるのであ

る。製品・サービスのドメインのギャッフ。を見

つけ，解消していく状態は，常に他の知識や文

脈を求めた異質な連結による価値創造としての

知識ネットワーキング過程であるといえる。

企業がドメインのギャップを解消していくこ

とは，知識ネットワーキングの発展のなかで，

単なる反復的な問題対処ではなく，ときに積極

的に戦略的に新しい製品・サービスや事業コン

セプトを創発することにもなりうる。製品・サー

ビスのドメインが，一定の要素となる知識の集

合によって成立しているとともに，新しい製品・

サービスの開発活動は，既存の企業における事

業などのドメイン連動しながら， ドメイン全体

の拡張や形成に寄与する。この場合の知識ネッ

トワーキングとしての新製品・サービス開発は，

企業にとって単なる新しい試みというだけでは

なく，全体の方向性を考えるための技術的ある

いは市場的な意味合いも含めた試金石であると

もいえる。

たとえば，先にあげた BUG社の「波乗野郎』

は，キーウェアと呼ばれるインターネット上の

直販の仕組みが先進的に開発，採用され，大き

な成功を収めた。この経験と知識は，セキュリ

ティ技術，一般顧客とのダイレクト・マーケティ

ングといった幅広い他部門，関連会社の事業の

展開に具体的な寄与をみせている。このことは，

新しく獲得された製品・サービスドメインの個

別の要素となる知識(componentknowledge) 

が，単に製品・サービスのアーキテクチャー

(設計構造)のレベルでのみならず，異なる文

脈にある事業レベルでのアーキテクチャーのな

かで検討しなおされていることを示していると

考えられる。その際に重要なことは，異なるド

メインのレベルにある異質な知識の文脈をその

特性を削がずに活用し，引用して他の問題や場

面に適応させることである。そのために BUG

社ではエンジニアに広範囲の自律性を持たせ，

かっ相互作用と接触のための機会を制度的に設

けている。

ここでの事例は，企業の既存の事業ドメイン

における知識の組み合わせといった強い文脈に

対して，新しい製品ドメインにおける知識の組

み合わせと真新しい文脈とが混合することで，

新しいドメインの形成過程があることを傍証し

ている。次項においては，上記のようなレベル

の異なる知識やその文脈を，その異質性を削が

ずにかっ新しい関係とその意味，価値を発見す

る概念として知識編集という概念的なアプロー

チに着目し， レビューを行なう。

4. 1編集」論に関するレビュー

ここでは， 1編集」という比較的，経営学の

分野においては新奇な概念の特徴を整理する。

異なる学問分野における位置づけを積極的にレ

ビューすることによって，その可能性と限界に

着目することを目的としている。

(1) 一般概念としての編集の機能と特質

編集(editing)という言葉を聞いて，一番初

めにどのような行為を思い浮かべるだろうか?

松岡(1996)は，一般的な概念としての「編集」

を説明するために，ラグビーの平尾誠二監督の

発言 (1たんにボールを編集するのではなく，

プレイヤーの関係を編集するJ) や梅梓忠夫の
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「編集者は情報産業における技師である」といっ

た言葉を援用する。この場合，ボールは情報の

意味であり，プレイヤーや技師は野中(1995)

カ丸、うナレッジ・エンジニアにあたるととらえ

ることができるかもしれない。多様な世界の情

報を新聞，雑誌，テレビや本などのいわゆる情

報メディアに企画としてまとめ，タイトルやヘッ

ドラインをつける編集という元来の通念的な機

能も含めて，一般に編集とは「該当する対象の

情報の構造を読み解き，それを新たな意匠で再

生するもの」である。

文学者であり編集者，文明批評家でもあった

外山(1975)は，編集(あるいはエディターシッ

プ)の重要な機能を文脈(context)をつなげ，

新しくつなげ直す点にあると指摘する。たとえ

ば論文や記事のオリジナルの著者は無論，何か

を新しく創造していると一般的にはとらえられ

るわけであるが，編集を行うということは更に

そのプロダクツに対して文脈を付与することに

よって，単体ではあり得ない意味づけをし，二

次的な創造を行うことであるといえる。また，

編集の素材や対象に過剰な当事者意識を離れた

組み合わせが可能になることも，編集という機

能と最大の特質であると指摘されている。何か

をつなげるということは，切ることでもあり，

その意味で関連付けること (contextualize)と

非関連付け(de-contextualize)は直接的に結び

ついている7)。

言語において言葉というものが意味の周辺領

域に広がりをもち，似て非なるイメージの中に

つながりを求めて単独で成立せずに存在してい

るように，情報は文脈に依存することで意味を

形成する。われわれのコミュニケーションはも

ともと連想的なつながりを媒介にした言語ゲー

ムとして成立している(立川・山田， 1990)。

コミュニケーションとは，記号的な情報連鎖に

よって接続し，その関係の動向は慣習を中心と

7)出版業界における編集の現場でいうところの「切っ

た貼ったJは，両義的性質をもっている。

したくルールの群〉として認識することができ

る。こうした情報連鎖の活用方法が編集技術で

ある。こうした情報を連想ゲーム的に単に連鎖

させることはく遊び>だが， ここにく編集状

態>の基本が存在する。それに対して「考える」

という情報処理は，く遊び>ではなく意味単位

のネットワークを進行させることである。頭脳

の情報処理の基本は「図の地の分化」にあると

いわれる。

(2) 編集工学的アプローチ

われわれが一般的な認知において進行してい

る思考における主要な領域の情報をゲシュタル

ト心理学では「図JCfigure)，副次的な領域を
「地J(background)と分類して呼ぶ。こうし

た情報圧縮の基本戦略をとることによって，人

間は「注意(力)という資源 (attentional

resource)Jの有限性を効率的に配分し，思考

に必要な複数の課題を同時進行させることがで

きるのである(高野他， 1995)。このことは一

日の出来事を 5~6 分程度でダイジェスト版的

に我々が短縮して思い出すことができることを

考えれば理解できる。背景的な情報(地〉と図

柄的な情報(図)とは，分化されることで，立

体的にラベルが付けられ意味了解の流れが生み

出される。

論文や本の出版過程における編集者の役割を

例示とするならば，行動主体としての著者にとっ

て背景となる市場や企画としての一般的な情報

が広義の意味の文脈を形成しているのであり，

著者の著作物(作品)は焦点が当てられる対象の

図柄や情報をなしている。編集者は，文脈その

ものである様々な主体の関係を調整しながら，

アウトプットとしての著作物が豊かになるよう

に多くの働きかけを行う。この場合，編集とは，

現実世界において動態を常とする文脈において，

論理的には結合しているが意味の成立において

は矛盾を抱える，あるいは論理的には矛盾して

いるが意味において成立しているといった双方

の場合において，多様な資源や情報に対して積
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極的に向き合うことである。また自の前の場耐‘

の成立している意留に照応3せて，情報や技術

のあり合わせによってタイミング良く

せ，意味がうまく流れるよう整えることである

ともいえる。

松岡(1996)は，こうした についての

概念を拡脱して，編集工学アプローチというも

いる O とは，広義のこ3ミュ

ニケ…ションの中に複数の知識の!爵(レベJり

あるいは矢口の仕切り会見立てることによって情

報の論理的な逮鎮のプロセスのみならず，意味

生互主的なプロセスにつながりの流れに対する

作性を文化技術として改議，主主新すること

唱しているのである。そうした重層的な知の詑

切りは，密入iこも組織にも，そして社会にも存

しているのであり，情報革命の結果，余りに

多元・多様なレイヤーでわれわれの知識の構造

は稽互に接続され，ゆらいでいる。そこに

な療擦や論理の矛庸や葛藤が字まれているので

を起点iこ，時間・i鼻面・

去であると Eきれている。

(3) 社会科学における

る今問(1984)は，現在の社会

における動向の本質の一つを欠乏動機から差異

動機への変化であるとし，機能優先から意味充

実へと差異化後求める構毅の灘動が起きている

ことを指摘している O その結果，異質性を処壊

して間関性を高めるような社会議合ではなく，

築紫性や差異を可能な限り認め，活厳しながら

まとめる機能として，新しい意味与を機蕗づける

社会編集という概念が必要となるとしている。

さらに「和洋折衷」ゃ「和魂洋才jといっ

明における翼賛性を保ちながら，機能としての

うといった不可価値形成の考え方の重

ているG

経済学者であり，情報ネットワ…ク社会の日

本における提導者でもあった今井0986;1987)

は，特に務連結によって翁IJ発特性が生まれやす

いとされるネットワーク組織におけ

要性について指摘し，その喋のネットワークに

おける嶺集の機能とは，通結の強弱夜:)護じてメ

ンバーのコミットメントを誘導し，動的協力件、

(シナジー〉そ生み出すことにあるとされる。特

に，企業家が行なうような相五作用の過寝にお

いて，

く

り除き謹議選に水路をつけてい

場の設定こそが企業における内部

と外部の資源そ利用するにあたり，複合

させ組み合わせたりする

論じている。

あること号

さらに今井・金子(1988)は，ネットワーク

組識においては，

ならず，

わせた人の解釈に制約されたハイエク

(1945)的な場言語情報 (onthe spot informa働

tion)や知識が重要であることそ指擁している。

これは鰻織のいわゆる構議機意から離れ，

という綴点で構報や知識の創造語動を行う際の

組織の実質的機接語与を積極的にとらえることで，

組織が場面情報をつくり 〈イン

プラストラクチャ…)となっていることが示唆

される。ネットワーク組，犠においては「場j

設定されることで新しい知の発見方法の陽解が

はるとされ，ネットワークそのちのをど

のように情報・知議の組互作用の観点から編集

できるかがこれからの盟議のイノベ…ションを

考えるよで鍵となると指識している。

おいては，寺本 (1992)が不透明感

で不篠爽性の高まる級識において必要とぢれて

いる戦略型ミドルの条件として，1)新たなど

ジ日ン構築力， 2)シナリオ策定力についで，

3)人=稽報出エネルギー編集力をあげているC

有効な戦略の実行のためには，シナリオ

いて複数の場のレベルに淡たがって周り(関係

き込み，多様な主要素を結びつけたり組

たりしながらノぢ向笠を与える必要がある。

編集とは， この場合「ビジョンの F意味』を理
解させ，場合によっては『シナリヌリを創造的

に{長fiEしながら， の方向に束ねL
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変革のエネルギーを高めていく」実行プロセス

における行動ということになる。

次いで吉村(1995)は，企業家あるいは企業

経営者の新しい役割としての編集者としての職

務機能があるとするとしている。その場合の多

面的な機能としての編集には，単に情報を収集・

解釈し決定を下すのではなく，経営の諸環境，

企業のライフサイクルなどを考え，創造的革新

状況につながるような文脈を敢えてっくりだす

ことにあるとしている。また，崖(1996)は情

報システムと組織の統合するための議論におい

て「情報の意味は，情報のコンテントとコンテ

クストが意味的に整合性をもってはじめて適切

に解釈される」ことを指摘し，情報内容が処理

メカニズムに属しているのに対して，情報の文

脈は組織のもっ編集能力いかんによって意味解

釈の成果が左右され，企業の価値創造のプロセ

スに大きく関わるとしている。

(4) 知識編集論

これまでみてきたように編集概念は，組織に

おいて新しい関係性や意味を発見するために，

主体による固定的な視点にとらわれず文脈を自

他並列的に転換する機能に関する考え方として

多くの研究によって注目されてきた。情報・知

識の相互作用が組織のイノベーション活動，ひ

いては長期的な企業における能力構築競争を行

なうための知識経営の議論が高まるにつれ，こ

うした多様な文脈を制御し，適切に活用すると

いう働きについての議論が高まるのは当然であ

るともいえる。しかしながら， I編集」概念に

対して期待がかかると同時に実証的な検討や分

析枠組みの開発に関しては，十分に応用されて

きたとはいえない。

経営学の中で編集概念を用いる例外的な研究

の取り組みとして，特に企業における電子ネッ

トワーク上でのコミュニケーションに対する分

析枠組みに，山田(1997;1998)がある。山田は，

情報・知識を編集するという観点から，そのプ

ロセスは意味形成プロセスと意思決定プロセス

があると考える。つまり， Simon(1957)に従っ

て広義の意思決定過程を情報活動Cintelli-

gence activity)と設計活動 Cdesignacti vi ty) 

と選択活動 Cchoiceactivity)分けるとすれば，

その指摘にもあるように狭義の意思決定として

選択活動をとらえ，それ以外の諸前提の伝達過

程を「意味形成 Csensemaking) J CWeick， 

1995)の過程と考える。

だがこの議論は，新しい製品・サービスが生

み出されるために組織的な知識との関連を編集

過程とする，あくまで製品開発プロジェクトに

おける限定的な情報・知識の相互作用を内容に

即して分析するレベルに留まっており，企業が

長期的に存続し，価値創造を行っていく事業レ

ベルの議論を行うための枠組みとしては不充分

である。そこで次の章においては，上記のよう

な文脈やレベルの異なる知識を，その異質性を

削がず、にかっ新しい関係とその意味，価値を発

見する概念として知識編集という概念的なアプ

ローチに着目しながら，企業のドメイン形成に

関する新しい研究の枠組みの構築を行なう。

5.組織の知識編集メカニズムの新しい研究枠

組み

(1) 組織における知識編集の機能と性質

組織における編集機能には，意味形成プロセ

スと意思決定プロセスとがあり，それによって

知識が維持，創出されるととらえる。意味形成

Csense making)とは，多様な情報・知識の多

義性を増幅させていくことであり，意思決定

Cdecision making)とは，多様な情報・知識の

多義性を縮減させていくことである。知識編集

Cknowledge editing)とは，様々な編集対象に

対して意味形成と意思決定を反復することによっ

て，情報・知識が関連し合い，解釈や意味が生

じる文脈を意図的につなげることである。知識

編集は，企業組織における製品システムあるい

は事業システムのドメイン・ギャップの状態に

応じて働き方の性質が異なってくる。
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図表2 知識編集のプロセス

企業ドメイン

---一一砂一~、 ¥ ム
多様f 報 ///'--- ¥¥、 ¥ ，gll$efiffflifの芳E

----1-~r知識編集のプロセス》・・・圃争製品・サービス
¥こヰ二-------g湘角材

ど二¥〆
知識ネットワーキングにおける多様な場

そもそも知識・情報の相互作用における主体

の文脈の問題は，今までの経営学の議論におい

ては，広義のコミュニケーション，あるいは組

織プロセスのなかに含まれてきたという点では，

潜在機能としてみなされてきたというべきであ

る。ドメイン・ギャップを不断に解消し，イノ

ベーションを志向していくという意味合いにお

いて，知識編集を行なうことは，意図的な顕在

的な機能としてとらえることができる。この観

点からすると，知識編集の逆機能は情報・知識

の現状追認的なルーチン化であり， 11田機能は革

新化である。

組織における知識編集のプロセスは，全体と

しての情報・知識の質を高めていくために，意

味形成プロセスと意思決定プロセスの動的な均

衡バランスを軸にしながら，製品や事業の文脈

を整え，枠組みを新しく創出させ続ける継続的

なプロセスである。具体的には技術知，市場知，

経営知の 3つの知識を編集の対象について機能

をしている。

この編集対象としての3つの知識とは，多様

な経営資源を情報の体系的な意味に単位づける

知の仕切りのことである。技術知(技術的知識)

とは，製品・製造工程，素材・部品などに関す

る知識のことである。市場知(市場的知識)と

は，顧客やそのニーズ，競合などに関する知識

のことである。経営知(経営的知識)とは，事

業計画，コスト管理，進捗管理などに関する知

識のことであるO 企業において，知識ネットワー

キングに示されるなかの様々な場8)のレベルに

おける情報・知識の相互作用を行ないながらそ

れを編集し，意味形成プロセスと意思決定プロ

セスのベクトルが相反しながらも相互補完的な

機能を組合わさることによって，組織における

知識の編集活動が成立していると考えられる

(図表2)。

(2) 企業のドメイン形成における知識編集プロ

セス

環境の変化に応じて，製品や事業のドメイン

は変化の必要性にさらされる O 新製品・サービ

ス開発などの積極的なアクションによって，企

業におけるドメインは変革することが出来るは

ずである。たとえば新しい事業領域の開拓は，

新製品が開発され，市場投入され，顧客からの

フィードパックまでのステップが含まれる O こ

れら一連のイノベーション・プロセスを通して，

事業のドメインの新たな意味領域の形成が行わ

れる。事業ドメインは，競合相手，規制など様々

な環境要因によって規定されるものであるとと

もに，組織が既存の経営資源の関係を再構築し，

自己のドメインを認識し，再定義していくもの

でもある。このことは戦略的な意図によって組

織の中の支配的な考え万や文脈をいかに成長の

ベクトルに合わせて変革していくかという問題

8)知識を巡る様々な場における主体の相互作用にづい

ては金井(1999)を参照
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lこ他ならない。

企業におけるドメインが新製品開発の際に前

提や文脈となることは自明であるとしても，新

製品開発がそのドメインの変化や形成にどのよ

うな影響を，意味領域のレベルから受けている

のかについては未だに良くは明らかにされては

いない。事業ドメインと製品・サービスのドメ

インは，要素知識の内容レベルとともにそのコ

ンセプト全体の文脈において結び、ついていると

考えられる。

組織における知識編集プロセスとは，技術知，

市場知，経営知の3つの要素知識を組織的な知

のテーマへと編集するプロセスである O これら

の要素知識はある事業ドメインにおいて組織内

外から収集され，編集され続けている。その際，

一定の要素知識が投げ込まれる(鋳〕型のことを

「知識編集モデル (knowledgeediting model) J 

と呼ぶ。知識編集モデルとは，要素知識が結び

っく組み合わせ方のことであり，製品レベルや

事業レベルといった構成されるレベルを問わず，

その文脈を規定する概念という意味において，

製品のアーキテクチャ一概念とは異なる(図表

3)。
知識編集モテールの試行錯誤(trialand error) 

あるいは改廃(scrapand build)が既存製品の

ラインそして新製品・サービスの開発と企業に

おけるドメインの形成に深く関与していると考

図表3 様々なドメインのレベルと知識編集モデル

事業ドメイン

企業ドメイン

市場環境

えられる。そういう意味では組織には様々なレ

ベルの知識編集モデルが存在し，要素知識のネッ

トワークを通じて相互作用が同時多発的に行わ

れている。知識編集の本質は，組織のドメイン

内外に散在する要素知識が有効なパフォーマン

スをもたらすためにメンバ一間で相互に「編集

(editing)Jされる行為，言動にある。ここで

想定される知識編集とは知識の相互作用のプロ

セスにおいて，単に形式的な指揮命令や報告・

連絡・相談といったメッセージを交換するので

はなく， I知識編集モデル」において製品・サー

ビスの背景にある知識やコンセプトやストーリー

あるいは経験的な暗黙知等の文脈を伝え合う。

その際には組織では様々なメタファー(陰喰)

やアナロジー(類比，類推)等の表現の工夫が

なされる。要素知識の組み合わせを再構成し新

たな意味形成を行うために，組織において用い

られるの言語的な表現を，新たなドメインが形

成されるための知識編集モデルの表出であると

捉え，分析の基本的な単位とすることができる

と考えられる。田浦(1997)は，研究開発者の思

考プロセスをかたどるものをフ。ロセス知と定義

し，プロセス知の文脈形成にメタファーの役割

が重要であることを指摘している。企業の生産

やサービスの現場においては，メタファーを共

通項として素材である様々な知識や概念が関連

づけられ，さらに類推などの高度な概念操作が

行われ，結果としてプロダクツが形成されると

考えられる。こうしたプロセスには組織や事業

に特有のパターンが存在し，その表象としてメ

タファーやアナロジーが変化をして行くことが

重要な役割を果たしている。組織プロセス全体

において，知識の内容や文脈のつながりの現れ

であるメタファーが企業におけるドメインの再

構築，具体的には事業コンセプトの形成を担う

知識編集のモデルであると考えることができる。

以上のような先行研究のレビ、ューと考察から，

次項においては，実証研究に向けて企業におけ

るドメイン形成に関する知識編集メカニズムの

枠組みが導出される。
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既存の企業ドメイン

図表4 知識編集のメカニズムと新しい企業ドメインの形成

知識ネットワーキングにおける様々な場
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(3) 知識編集メカニズムの分析枠組み

本稿のレビューと理論的考察から導出される

新しい研究分析の枠組みは以下のようなものに

なると考えられる。急激に変化を遂げる環境に

おいて，企業活動は常に事業レベルや製品レベ

ルでのドメイン・ギャップというものに直面し

ている。そのような条件下において， ドメイン・

ギャップを新しいドメインの要素となる情報・

知識や文脈に置き換え，新しい要素知識の組み

合わせを模索する知識編集のプロセスが進行す

る。組み合わせのパターンや文脈は様々なメタ

ファー(陰喰)やアナロジー(類比，類推〉等

の表現の工夫がなされる知識編集モデルを経な

がら新しいドメインの定義に向けた試行錯誤や

改廃が行なわれる(図表4)。

知識編集モデルは，企業のドメイン形成にお

いて製品ドメインのレベルや事業ドメインのレ

ベルなど複数のレベルにおいて考案，イメージ

され，組織的な知識編集のプロセスを促進する。

知識編集モデルによる新しいドメインの形成に

は次のような 2つのパターンが考えられる。第

一に，新しい製品ドメインが適切な知識編集モ

テ、ルから導き出され，それを契機として新事業

コンセプトが生まれ，事業ドメインの再策定が

行なわれる場合である。第二に，初めに新しい

事業のコンセプトが適切な知識編集モテ、ルから

導き出され，新事業ドメインの策定が行なわれ，

それ従って新製品コンセプトが生まれ，新製品

ドメインが成立する場合とが考えられる。

6.結びと今後の課題

本稿では，現在， ドメイン・ギャップにあら

われるような絶えざる環境変化における製品や

事業のイノベーションの必要な条件下における

企業のドメイン形成の課題を「知識編集のメカ

ニズム」という概念からとらえるために，組織

の様々なレベルのドメインとその形成に関する

概念を提示した。多様な要素知識が柔軟につな

がるダイナミックな知識編集プロセスが成立す

るための新しい分析枠組みの構築を行った。

しかしながら，残された研究課題は多し、。知

識経営の議論がより実践的な含意を含むために

は， トップレベルの経営会議からプロダクツ製

作の現場レベルまでのプロセスを重視し，その

実証的な分析レベルの展望が聞かれる必要があ

る。つまり知識編集のメカニズムの現場の相互

作用に密着した様々なドメインとその背景にあ

る関係性についての分析を行うことによって，

どのような知識編集のモデルを通して新しいド

メインが形成されているのかを具体的な明らか

にしていくことが課題となる。
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今後は， けるドメイン形或やその変

革滋襲を新製品やサーどスの開発と企業ドメイ

ンの相互関努について，研究鐸査，実証分析を

る必嬰がある。なぜならば， ド

メインの集合である企業におけるドメインの変

革や事業の立ち上げにおけるイノベーシ翠ン・

プロセスは，必ずしも明らかにされてこなかっ

たためである。これらの課題は企業が自

に適合しつつ，主体的に潔境の創識を行なうと

いわれてきた命聴について，情報・知識の相互

作患の内容と文蘇といった観点から具体的に検

討するということ在意味する。さらにこれまで

の知識経常や知議創造プロゼスの研究は，

ーカ…の研究開発を中心に研究が進められ

てきた。今後はより広範閉な罷発から顧客にとっ

ての価値が生まれるサ…ビスのレベルまでの具

体的で誌範囲な議論，分析等が進められるべき

ではないかと考える。
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